
25電波技術協会報 FORN － 2020. 7 No.335

progress   I TC

自営用VHF帯ブロードバンド無線の高度化と
利用シーンの拡大 
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石崎 雅之　山本 清志　（次世代技術開発センタ）

　2011 年 7 月の VHF 帯地上アナログテレビジョ
ン放送のデジタル方式への移行に伴い、空き周波数
を活用し災害現場等の映像情報を迅速かつ機動的に
伝送可能とする ｢公共ブロードバンド移動通信シス
テム」の導入制度化以降、普及促進のための高度化
が進んでいる。
　陸上移動局の運用に始まり、海上利用、多段中継
通信の制度化に続き、今般、上空利用に向けた実証
試験が進められた。
　ここでは、公共ブロードバンドに期待される多様
な利用シーンについて概要を紹介する。

～ 公共ブロードバンド移動通信システムの陸上・海上・上空利用と多段中継の展開 ～

はじめに
　我が国は地震・津波などの大規模災害に加え、台風
や豪雨など、世界的にも有数の災害多発地域の地勢に
ある。直近では、令和元年秋に甚大な被害をもたらし
た台風による大規模停電による通信障害など、大きな
社会問題になった事象は記憶に新しい。
　このような背景の中、被災害現場などのリアルタイ
ム映像伝送を可能とする有効な伝送手段として、2010
年 8 月、公共ブロードバンド移動通信システム（以降、
公共ブロードバンドと称す）が制度化され、現在、公
共分野における自営ブロードバンド無線通信として導
入が進んでいる。
　公共ブロードバンドの概要については、本会報
2017 年 9 月 No.318 号［1］において､ 紹介をさせて
頂いた。今回、これまで当社が取り組んできた公共ブ
ロードバンドの高度化に関する技術開発状況に関し
て、昨年度、総務省信越総合通信局殿において実施さ
れた「上空利用」の実証試験を踏まえ、今後、期待さ
れる多様な高度化と陸上、海上、及び上空における利
用シーンならびに、多段中継通信を中心に網羅的に紹
介する。

公共ブロードバンドのシステム概要
　まず、公共ブロードバンドのシステム概要について、
以下に述べる。表 1 に一般的な主要諸元、表 2 に当社
製無線装置の技術的特長・機能、及び図 1 に無線装置
外観を示す。
　公共ブロードバンドは表 1 に示すとおり、OFDM/
TDD 方式を採用し、1 チャネルあたり 5MHz 幅の 6
チャネルが 32.5MHz 幅帯域内に配置され、移動局・
携帯局、可搬型基地局とも空中線電力 5W 以下と規定
されている。また、表 2 に示すとおり、VHF 帯の伝
搬特性から山間部、あるいはビルなどの建造物による

表1　公共ブロードバンド移動通信システムの主要諸元

　　　　　　       陸上利用　　　　　　　　　　　　　       上空利用

　　　　　　      海上利用　　　　　　　　　　        ドローンへの搭載状況

公共ブロードバンド移動通信システムの多様な利用シーン
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見通し外伝搬路においても、良好な映像伝送が行える
大きな特長を有している。また、伝送距離 3 ～ 10km
で最大約 8Mbps 程度の伝送が可能である。
　図 1 に示すとおり、当社無線装置は防水性を有する
堅牢なアルミニウム筐体構造を採用するアウトドアモ
デル（A4 サイズ）、及び小型軽量化を図ったインド
アモデルから成る。また、両モデルとも送信電力 5W
機及び 1W 機を有し、移動局・携帯局、及び可搬基地
局は同一筐体となっている。
　なお、後述するドローン搭載による上空利用におけ

る実証試験においては、最軽量のインドアモデルの
1W 機（本体質量約 2.5kg 以下）を用いた。

公共ブロードバンドの高度化と利用シーンの拡大
　公共分野における利用シーンの拡大に応えるため、
海上利用を含めた多段中継通信の制度整備が 2017 年
9 月に施行された。当社は、これまでの公共ブロード
バンドの取り組み実績を踏まえ、技術検討、実証試験
などに積極参画をさせていただいた経緯にある。この
制度化により、従来の陸上移動局免許に加えて「携帯
基地局、携帯局免許（上空を除く）」が追加され、陸
上だけでなく沿岸海上、あるいは日本周辺海域、EEZ

（排他的経済水域）において利用可能な映像伝送シス
テムの構築が可能となり、既に一部で運用が開始され
ている。
　さらに、本会報に掲載されている総務省信越総合通
信局殿の公共ブロードバンドの上空利用に関する実証
試験に関する寄稿のとおり、上空における利用の可能
性について検討が行われた。
　このように、陸上、海上及び上空における利用シー
ンが拡大することにより、他の無線システムとの連携
運用を含めた多様なソリューションの提供が可能にな
ると期待される。以降、公共ブロードバンドの高度化
と利用シーンの拡大事例として、ホットなトピックで
ある上空利用、多段中継通信による広域系 Wi-RAN

（Wireless Regional Area Network）マルチホップ機
能等について述べる。

上空利用のための調査検討及び実証試験
　2019 年度、信越総合通信局殿において「中山間地
域における公共 BB の有効利用を図るための上空利用
に関する調査検討会」が開催され、実証試験を踏まえ、
一定の条件を満足すれば公共ブロードバンド（公共
BB）の上空利用が可能とする調査検討結果［2］が取
りまとめられた。
　当社は、本調査検討及び実証試験に積極貢献をさせ
て頂いた経緯にあり、今後、早期の制度化を期待する
ものである。
　図 2 に調査検討が想定する上空利用イメージ［3］
を示す。本調査検討においては、中山間地域における
災害の集落の孤立化や山岳遭難における救急・救命活
動等への映像伝送の有用性、技術的条件等について、
実証試験を踏まえた検討を行なった。
　その取り組みの中で実施された、上空利用における

表2　当社無線装置の主要な特長・機能

図1　公共ブロードバンド無線装置外観
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中継通信による映像伝送に関する実証事例について、
以下に述べる。なお、中継方式は、1 周波数による蓄
積型時分割制御方式［4］［5］を採用している。
　本実証試験は長野県内の白馬村周辺において、実施
され、中継通信については、図 3 に示すとおり、山岳
遮蔽で直接通信が困難な区間（A：サンサンパーク白
馬、B：白馬村役場）間で遭難救護を模擬した映像・
付随音声の双方向伝送の実証を実施した。ここで、ド
ローン搭載による中継地点として、Ｃ：エイブル白馬
五竜スキー場を選定した。

　図 3 に示す通信拠点と中継地点における A-B 地点
間の地形の標高差の断面イメージを図 4 に示す。また、
図 5 に中継地点Ｃを挟んで、A-C 地点間、及び C-B
地点間の合成断面イメージを示す。
　図 4 から、A-B 地点は直線上の地上間距離約 5.5㎞
に対し、途中に標高差約 250ｍの山岳遮蔽の地形にあ
り、通信ができない状況にあることが容易に理解され
る。そこで、図 5 に示すとおり、Ｃ地点上空にドロー
ンに搭載した無線装置を上昇させることで、中継通信

による良好な通信路を機動的に確保することができ、
山岳遮蔽等の中山間部における中継通信の有用性が実
証された。
　なお、本伝搬試験においては、通信回線品質の向上
に有効な受信ダイバーシチ方式を採用した。

利用シーンの拡大と多段中継の展開
　このように、今後、上空利用が制度化されること
により、ドローン搭載による中継通信、あるいは、
Wi-Fi に対して、長距離のリアルタイム映像伝送など
の利用シーン、さらにヘリコプター等の航空機での利
用可能性も想定される。例えば、陸上、海上、及び上
空での運用を連携することで、広域をネットワークす
る機動的かつ多様な利用シーンの拡大が期待できる。
　1 周波数による多段中継通信の応用に関して、当社
は、内閣府総合科学技術・イノベーション会議が主導
する革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）・原
田（博）プログラムの取り組みとして、京都大学と
共同で広域系 Wi-RAN の研究開発を進めてきた。Wi-

図3　通信拠点と中継地点との位置関係

図4　通信拠点間の標高差の断面イメージ

図5　Ａ-Ｃ地点間、及びＣ-Ｂ地点間の合成断面イメージ

　図２　�公共ブロードバンドの上空利用における中継通信に
　         よる映像伝送のイメージ

 



28

progress   I TC

電波技術協会報 FORN － 2020. 7 No.335

RAN［6］は数 km ～数十 km の範囲をカバーする地
域無線ネットワークとして、マルチホップ機能を有す
ることを特長とし、主に地域系のブロードバンド回線、
あるいは M2M/IoT 用途の広域情報収集基幹回線とし
て有効なシステムを提供可能と考えている。例えば、
複数の組織が共同利用を可能とする「共同利用型基幹
M2M/IoT 無線システム」のサービス概念を図 6 に示
す。公衆回線網が十分でない中山間部等における災害
時の臨時回線として、防災・救援情報、医療情報伝送
などの従来にないプラットフォームとして活用可能と
考えられる。

　さらに、筆者らは以上のような取り組みに加え、公
共ブロードバンドの伝搬特性の特長を生かした森林内
における映像伝送による地籍調査［7］、あるいは、1
無線区間において、伝送距離 100km 超［8］の実証試
験等を実施し、その発展的な有効性を示してきた。そ
の中で、 映像伝送による地籍調査の利用シーンに関す
る実証試験の概要について、以下に述べる。
　我が国は国土面積の約 2/3 を森林が占める地勢にあ
り、洪水・渇水対策のための水源かん養機能の維持向
上、 あるいは原木の伐採作業など林業分野の高度化・
効率化が求められている。その前提となる森林の境界
確定のための地籍調査は、 現在、 地権者の高齢化に伴
い、現場での実施が難しい状況になっている。そこ
で、その課題解決の一手段として、森林組合などの公
的組織の人間が山中を移動してこの境界付近を動画撮
影し、その映像を山麓まで伝送することにより、 地権
者が山麓エリアにおいてリアルタイムに確認する実証
試験を高知県須崎地区において行った。

　図 7 に映像伝送による地籍調査の実証試験イメージ
を示す。ここでは、尾根付近に中継用の公共ブロード
バンド無線装置を設置し、尾根越えの完全に見通し外
の森林内からウェアラブルカメラで撮影した映像を山
麓に設置した可搬型基地局へ伝送し、無線回線品質の
評価及び受信映像の状況を観測した。なお、実証試験
は、実際の地権者に立会い参加を頂いて実施された。
　図 8 に映像伝送による地籍調査の実証試験の状況を
示す。

　

　地籍調査が必要な森林地域は、今回の実証試験地区
のように携帯電話の電波が届かない通信環境が多い。

図6　共同利用型基幹M2M/IoT無線システムのサービス概念

図7　映像伝送による地籍調査の実証試験イメージ　

図8　映像伝送による地籍調査の実証試験の状況　

無線回線品質の評価状況 調査員の入山風景及び
テレビ局クルー取材風景

ウェアラブル/360°カメラによる森林内からの映像伝送事例
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このような環境で映像伝送用途に広く利用されている
Wi-Fi を適用した場合、伝送距離は最大でも数 10m
程度が限界となる。これに対し、本実証試験では、中
継用無線装置を基点にそれぞれ約 300ｍを超える森林
内エリアから、地籍調査に資する映像・付随音声の双
方向伝送が可能なことが実証され、地籍調査における
公共ブロードバンドによる映像伝送の有用性が確認さ
れた。
　今後、林業分野における過疎や従事人口の高齢化等
の等の社会課題の解決に対して、ICT による高度化・
効率化の一環としての利用が期待される。

公共ブロードバンドによる国際貢献
　2015 年 4 月に発生したネパール連邦共和国におけ
るネパール大地震の復興支援として、当社は、2015 年
7 月、ITU-D*¹ およびネパール連邦共和国の NPO 法人
ENRD（E-Networking Research and Development）
より山岳地帯無線システムに関する要請を受け、公共
ブロードバンドの無線装置を寄贈するとともに、現地
機器設置作業および現地エンジニアに対する操作ト
レーニング等を実施するなど、国際連携による貢献を
行った［9］。

　図 9 にネパール連邦共和国における現地通信拠点と
伝搬路の概況、ならびに図 10 に緊急臨時インターネッ
ト回線としての現地運用トライアルの状況を示す。 
　図 9 に示すように、構築した無線環境は完全な見通
し外にあり、伝送距離 15km、高低差 1km と大変劣
悪な環境にあるが、公共ブロードバンドの良好な伝搬

特性を利用することで、地震により従来の無線通信手
段が途絶した山間部の小学校にインターネット回線を
一日で構築することができた。

おわりに
　総務省信越総合通信局殿において、昨年度実施され
た公共ブロードバンドの上空利用に関する実証試験を
踏まえ、これまで当社が取り組んできた陸上、海上、
及び今般の上空における利用シーンならびに、多段中
継通信を中心に紹介した。また、当社の国際貢献事例
についても述べた。
　今後、公共ブロードバンドの高度化による多様な利
用シーンが一層拡大し、我が国の安心・安全、危機管
理等の分野において有効に生かされることを期待する
とともに、幅広い普及促進に向け、さらなる貢献をし
ていく所存である。
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図10　現地運用トライアルの状況
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